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序
本稿は，秋田県製材業を事例としてp 今日の製材業金融の現状と問題点を中小企業金融
の視角から分析したものである.
分析に当っては，次の四点との関わりに留意した.第一に，最近の金融再編成，とりわ
け中小企業金融分野での再編成問題である.第二に r国産材時代」を迎えつつある今日，
地場需要が相対的に重きをなすなかでp 林業 ・木材産業が構造的にも転換期を迎えつつあ
ることである.第三に，製材業金融を平均化されたものとして把握するのではなく，日本
経済の二重構造と対応させて重層的にp また階層的にみることである.第四にp 信用補完
制度の全般的な後退のなかで，林業 ・木材産業に関わる保証制度の改善が，今日の典型的
な中小企業分野である製材業の金融問題を解決する上で，果たすべき役割は決して小さく
ないことである.なお， 以上四つの留意点は順次対応する各章に具体的に示される.
外材輸入のメリットが減じ，他の部門と同様に商社の金融機能が製材業のなかでも低下
してゆき，おそらくは今後，金融資本の直接的な林業 ・木材産業に対する支配と再編成が
複雑な過程をとりながらも一層進行するであろう p とL、う問題意識が本稿の基調となって
いる.
製材業を中心とする木材産業金融についての文献は制度論が中心であり，しかもその数
も多くはないが，一方学ぶべき文献も少なくない.本稿は，金融再編成との関連で分析し
たため，これらの文献のフォローはしなかった.他日を期したい.
なお，本稿に関わる調査は昭和57年度に実施し， その報告書は r製材業における資金
調達の現状と信用補完制度の役割J (林業信用基金， 昭和58年7月)としてすでに公刊さ
れている.本稿は同報告書の著者執筆部分をもとに，新たに書き下したものである.
1 .金融のニ重構造と地域構造
1.金融のニ重構造
わが国経済の二重構造は金融面にも反映され r借り手の二重構造」と「貸し手の二重
構造J，すなわち金融の二重構造と して重層的な金融構造を形成している1) 重層構造の
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概念についてはいくつかの理解がある2)が，機能論的には，大企業向け金融機関群として
の都市銀行，信託銀行，長期信用銀行，開発銀行，輸出入銀行，保険会社，ついで中小企
業向け金融機関群として第ーに民間中小企業金融機関である相互銀行p 信用金庫，第二に
政府系中小企業金融機関である商工中金，中小企業金融公庫，国民金融公庫p 最後に中間
的存在である地方銀行3ら という三つの金融機関クゃルーフ。からなる貸し手の側の重層構造
としてティピカルで、ある.
このような重層的な構造は戦後の，とりわけ「高度成長」期の都市銀行を先頭にした大
企業向け集中融資を可能にしたもので，しかも地方銀行以下の各金融機関はこの集中融資
を補完するようにセットされていた点に何よりの特徴がある.したがって p 両者の関係は
中小企業金融機関としての問屋制前貸の存在による中小企業金融の都市銀行(財閥銀行)
に対する相対的な独立性と非相互規定性といった戦前段階の性格と異なって P 景気変動期
において何よりも大企業集中融資のしわょせを中小企業が被るという，いわば中小企業へ
の「シワ寄せ機構4)J として明らかにされている.今日の中小企業と中小企業金融機関の
経営難は，このことを一層鮮明にしている.
しかしながら， 60年代中葉に始まる金融効率化政策とその後80年代に入ってからの新金
融効率化政策等により，この二重構造にもいくつかの変化が生じてきているのも事実であ
る.その変化の特徴をいくつか示せば，第ーに長期不況にともなう企業の資金需要の低
落，金融の緩和，金利水準の低下，第二に国債の大量発行にともなう金融市場へのインパ
クトと財政危機，その結果として第三に金融緩和のもとで資金運用難と利ざやの縮小にみ
まわれた大銀行は海外進出 P 個人金融，そして中小企業金融分野にも参入を開始してきて
いる5) また一方で，従来の中小企業金融機関は都市銀行等との事業規模拡大競争を前提
とし i生き残り」を計るため経営を一層普通銀行化させる6)ことにより，資本効率におい
てスタール・メリットの少ない中小企業貸出しについて，中小企業離れをおこしている.
大銀行の行なう中小企業金融にしても，大半の中小企業にとっては，融資条件等は厳し
く限定されており 7に したがって金融緩和のもとでも中小企業の金融難は今なお解消され
ていない.先に述べた「借り手の二重構造」と「貸し手の二重構造」とL、う金融構造は，
「貸し手と借り手の対応構造」と指摘される8)ように相互規定的なものである.それ故3 貸
し手側の一方的なすべての金融機関の普通銀行化による形態的な二重構造の解消は，それ
が形態的なものにしかすぎないことと p 借り手側の二重構造が解消されていないという意
味で，新たな矛盾を招かざるをえない.
2.製材業金融の階層的・重層的構造
すでに1で述べた金融構造の重層的な性格を，中小企業としての一般製材業を例にと
り，資金借入先と借入残高について階層性にも留意しながら全国的な検討をしてみよう.
1)資金借入先
表-1は，中小企業庁「工業実態基本調査報告書J (第4回p 第5回)によって，昭和46
年と51年の資金借入先別企業数(構成比)を明らかにしたものである.昭和46年と51年の
統計のため年時的には限界をもち，そのため70年代後半以降の「低成長」下の構造変化過
程とは必ずしも一致しない傾向をもつが，およそつぎの三点が指摘できょう.第一に，全体
の借入先別は46年では民間の銀行，商工中金等p 相互銀行等の順であり， 51年では商工中
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表-1 資金借入先別延べ企業数(一般製材業)
推計
資残計ち金借も入借う 入先ち
借入先別延べ企業数 (構成比%)
年時 母集団 高の合別に記入 民間の相互銀行金商中工小ιT金政府関係地方公共取 引先従業者数 企の業あ数るのある 信用金庫 融公金庫業 団 体貸金業者昭 企業数 公国民融庫 都道府県親 戚
(人) 和 企業数 (%) (%) 銀行信用組合 機 関市町村その 他
メ口'-
計 |ぺ叶
26.7 
51 I 19，343 82.6 61.0 55.3 61.2 8.7 10.3 26.1 
1~ 31:~ 1 15.9 3，916 55.8 38.6 46.1 47.3 2.7 9.8 25.7 
4~ 91 :~ 1 76.5 24.8 8，842 84.4 56.2 49.5 56.9 7.2 6.7 22.6 
1叶;:|
29.1 
4，418 94.8 70.9 61.6 69.7 9.6 13.2 29.5 
…1 :~ 1 32.0 1，301 99.7 77.8 75.6 69.4 15.7 15.9 23.7 …1 :~ 1 33.8 551 98.3 86.3 69.8 75.7 14.3 21.4 39.7 …1 :~ 1 39.8 261 96.3 89.8 66.3 87.0 33.3 16.5 48.8 …1 :~ 1 39.5 40 100.。 89.3 63.6 92.2 33.9 15.8 63.3 …1 :~ 1 221(l叶 43.5 101 100.0 100.0 78.8 90.4 71.1 19.6 39‘9 …1 :~ 1 66.8 …1 :~ 1 x x 一1:~ 1 
(出所) 中小企業庁「工業実態基本調査報告書.J(第4回，第5回)より作成
(注) 1. イタリッ ク体数字は秘匿した数字の合計
2 . 昭和46年の200~299人規模の (1 04.5)はママ
金等，民間の銀行，相互銀行等の順であるから，商工中金等の政府系中小企業金融機関のウ
エイトが増加していた. 第二に，46年と対比して51年では，民間の銀行，政府関係機関，
地方公共団体p 取引先等が減少した.第三に，商工中金等に加えて相互銀行， 信用金庫，
信用組合等の民間中小企業金融機関のウエイトも増加した.要するにp この三点の特徴に
示されるようにオイル ・ショックを挟み「高度成長」期から 「低成長」期p つまり本格的
なスタグプレーションに移行する過程では，政府 ・民間両方の中小企業金融機関のウェイ
トが増加したのである.また，この段階では政府の中小企業施策ともあいまって p 中小企
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業金融機関の都市銀行等に対する独自性もそれなりに強かったものとみられ，しわょせも
少なかったといえる 9)
つぎに3 上述の点を従業者規模別に明らかにしよう.特徴の第ーは，昭和51年では民間
の銀行は 1~9 人規模が30%から50%台， 1O~29人規模が70%台， 30~199人規模が80%
台， 200人以上規模が100%と際立つた階層差を示していることである.第二に，相互銀行
等の民間中小企業金融機関では 1 ~9 人規模が40%台であるのと， 20~29人規模と 200~
299人規模が70%台であるのを除けば， 他の全階層にわたっておよそ60%台であり， 階層
差は比較的小さい.第三に，商工中金，中小企業金融公庫，国民金融公庫とし、う政府系中
小企業金融機関は 1~3 人規模が40%台であるのに対し， 100人以上規模は90%台と階層
差が著しい.なお，利用階層の異なる国民金融公庫と他の二つを統計上同一に扱うことに
は問題が残る.第四にp 政府関係機関も上位規模での利用が特に活発で小規模層との格差
が著しい.一方p 地方公共団体では比較的階層差が少なく全体的な利用がみられるなど，
公的資金融資における国と地方との性格の違いが明らかであり，この点は今後の在り方の
上でも重要である.第五に，取引先，貸金業者，親戚，その他では100人以上規模での利
用が多い.
すなわち，全体で最も利用度の高い民間の銀行と政府系中小企業金融機関，政府関係機
関では中小・零細層規模よりは大規模層の利用がメインであり，上記三機関を除いた大半
の他の金融機関では零細ないし中小規模層がメインである.このように，一般製材業にお
いても利用の偏在として「貸し手側」の規模と「借り手側」の規模の対応構造が，金融の
二重構造の一環として形成されている.
2)借入残高
上述の点をp 定量的につぎの表-2によって，一企業当 り借入先別残高に基づき検討す
る.特徴の第一に，昭和51年の全階層平均 (3，085万円)では民間の銀行 (1，180万円)，相互
銀行等(873万円)， 取引先等 (257万円)の順になり，民間合計で全体の75%にも達するが，
この中で相互銀行等のウエイトは決して低くはなし中小企業金融機関の存在は重要で、あ
る.第二に，全体の25%をしめる国公の金融機関残高では，商工中金等(613万円)， 政府関
係機関(116万円)，地方公共団体等(47万円)の順になり，第一と同様に商工中金等の存在は
重要である.したがって第三に，借入残高にしめる相互銀行等と商工中金等との合計は48
%に達するなど，中小企業金融にしめるこれらの機関の存在は極めて大きな意味をもっ.
このような傾向をさらに階層別に明らかにする.第一に， 100人以上の相対的に大規模
な階層では昭和46年をとると，商工中金等の政府金融の借入残高が相互銀行等に比較して
多かったが， 51年では逆転し商工中金等のウエイト低下がみられる.なお，大規模層での
相互銀行等の増加は， 1980年前後から本格化する都市銀行の中小企業金融分野への進出以
前である点を考慮する必要がある 第二に民間の銀行と，相互樹子等と商工中金等の中小
企業金融機関の対比では， 1 ~49人規模までは後者が 多く 50人以上規模では前者が多
い.またp 政府関係機関は残高絶対額では20人以上規模に多く ，同様に地方公共団体等で
は30人以上規模，そして取引先等では「高度成長」期の商社金融等を反映して50人以上層
となり，零細層は少ない.このように階層差が，一つの重要なファクターとして多様な金
融構造をとらせている.
第三にp 借入残高は全階層合計で昭和46年の1，594万円から51年の3，085万円とほぼ倍増
288 
転換期における製材業金融の諸問題一一菊間 41 
表-2 ー企業当 りの借入残高(一般製材業)
(金額単位:万円)
計
合計|;:|;2124;;|;:1212|;19L12h:; 
1~3|;:141181」:|111442; 
4~9|;:l121;:1344:14J:|£|;;|;; 
o~19I21212;|;;1212|;:12110示|:21;
; 叶; : 12 1 2 1 2 2 | 1 1;1|;1; 1!9 ぷ4中中中北lドい同同;:22::z;:刻: 1山村~Iれれ作印[ドH同同;:z誌:;z;:;:
ト叶4
O~ 9叩1;: | ;2 :;q1i同;:2認訟叫z忽到Z制司;1|;:2お判刻羽21|;:3Z刻叫2訓山1斗い|ドM」1Jぷ;z:ヰi: ;1| 2Jよぷ;:1|ぷ2 1 1 3 2
1…|:|;242112;12:;121;:[;:21J:;12; …|:|;51212412山!;;1214212;;;
…|;:l …127 ，2~1 14 ，3~1 14 ，4~1 12 ，8二 2，8~1 17，701 1品8;1 38 ，5~…|;:lj:|:|:14444:|; …1 :~ 1二1=1 =1 =1 1 =1 =1 二|二|
した.同じ期間に，民間の銀行は 1.1倍，相互銀行等は6.6倍，商工中金等は5.4倍という
ように相互銀行等と商工中金等が大きく伸びた.この点を階層別にみると， 10人未満では
伸びはそれぞれ1.1， 10.5， 10.7倍のように商工中金等，相互銀行等の順で伸びが大きい.
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1O~49人は 1.1， 4.8， 4.3と相互銀行等，商工中金等の順で伸びを示す. 50~299人は 1.3，
6.6， 4.1と，とりわけ相互銀行等の伸びが著しい.
第四に，借入金の長期 ・短期別では，昭和46年は短期944万円，長期650万円であったの
が，51年ではそれぞれ1，496万円， 1，597万円 となり製材工場の設備更新も含めての長期化
が進んだ.階層別に 1~49人規模と 50人以上規模にわけてみると，短期資金に対する長期
資金の比は前者が46年の 0.68から51年の 0.74であるのに対して，後者では0.62から 0.80へ
と相対的に増加を示した.大規模層での増加は積極的な設備更新と対応したものであり，
この結果小規模層との新たな生産力と競争力の格差構造を生じたといえよう.
最後に，昭和46年と51年の借入先別残高の階層別割合について明らかにする.第ーに民
間の銀行では，昭和51年の10人未満規模の割合が0.6%(46年は0.6%)，1O~49人は8.9%
(11.1%)， 50~299人は90.5% (88.3%) というよ うに上位層でのウエイトがました.なお，
300~499人規模は46年数値がないので割愛する. 第二に相互銀行等では 10人未満が 1.2%
(0.7%)， 1O~49人が 15.6%(20.2%) ， 50~299人が 83.2%(79.1%)というように中層 でのみ
減少を示じた.第三に商工中金等は， 10人未満で1.3%(0.5%)，1O~49人で 12.6%(12.2%)， 
50~299人で 86.1%(87.3%) というように中小・ 零細層で増加した.つまり，ここにも全体
として規模による貸し手と借り手の対応構造が形成されている.
3.金融の地減構造と木材産業
わが国経済の地域構造を反映して，金融もその地域構造をもつものとされるが，地域構
造的理解そのものの評価は分かれるところである10) しかしp 木材産業の与件である林業
生産が地域性をもっ以上，地域経済の確立の上に木材産業を再編成するためには当然，地
域構造的理解が不可欠とならざるを得ない.
さて，この地域構造はたとえば， 1)主要金融機関の預金分布は関東p 東海，近畿で全
体の 7割をしめている， 2)銀行等一広舗当り預金金額は東京と大阪が 1位， 3)大都市
地域では8割以上が大企業向け貸出で，その他の地域ではむしろ中小企業貸出が多い，な
どとされており 10 本稿に関わってはとりわけ最後の点が重要である.
資料等の制約もあり，木材産業金融の地域構造を全面的には明らかにしえないが，ここ
では林業・木材産業の唯一プロパーの保証機関である林業信用基金山の都道府県別・企業
形態別保証残高(昭和56年度末)に依拠して，地域性の検討を試みる.ただし， 一般製材
業の保証残高構成比は林業信用基金全保証残高のおよそ7割であることからもp 製材業の
みの保証額ではない.また，基金は企業のうける保証をすべてカパーするわけで、はないこ
となどから，したがって検討には一定の留意が必要だが，ここではおおよそ全体傾向を反
映したものとして扱う.
まず表-3によって，昭和56年度末の全国合計をみると，第一に件数では会社 (3，125)，
個人 (1，627)，組合 (862)の順になり，第二に金額では会社 (39，301百万円)，組合 (26，155百
万円)，個人(13，731百万円)の順になり p 第三に一件当りの保証額は組合 (30百万円)，会社
(13百万円)，個人(8百万円) の保証先別となる.
つぎに，その地域性をみると，第ーに件数において九州 (875)，東北 (865)，東海(864)
の順になり，この三者で全国合計の46%をしめている.第二に金額では九州 (12，588百万
円)，東北 (12，483百万円)，中国 (10，871百万円)の)1演になり，同様に全国合計の45%をしめ
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表-3 林業信用基金の地域別 ・企業形態別保証残高(昭和56年度末)
(金額単位:百万円)
実 数
地 域 |組 合|会 社 |個 人 |合 計 |被保証
件数|金 額|件数|金 額|件数|金額|件数|金額|者数
全国 862126，151 3，1251 39，301 1 1，627 1日7311山|叩714，03 
t 海道 11231り51 278 1 4，05 1 10 1 47 1 41 1 8，47 1 
Z I日J3引;
| 陸 1 28刊158印o1 16即町7ぺ11，山仰必仰7ぺ113 1 8邸0川 3261 2，897パ
関東・東山 1 741 丸1361 制|似71 871 7021 521 7，765 1 
東海 1 871別 31ω|ム1581制|酬 18641 7，951 
近畿I40 1制|お21刷 |ω|久131仙|印011
中国 116 1山 29513，957 1 194 1 1，78 1 650 1 10，871 1 
国 541 2，165 1 269 1 3，80 1 13 1 1，392 1価 17，3871 
九 州 11451ム5361 5引札491 28 1 1，523 I 8751 12，58 1 
1中 縄|一1 -1 1 1 231 -1 -1 1 1 23 1 1 
構 成 比 (%) 
全国 110.0 1 1…戸。ムo1 10.0 1…!…|耐 10.01川
北海道 |ω1 16.7 1 8.9 1 10.3 1ω0.31 7.31 10.7 1 
志 Jよ~ Iト川川川(JJ♂♂ぷ1ttな弘;:口ユ:;二~)I卜川(J1止1tt引:::
北 陸 3.2ペ12.パ15.3刊 3.7ぺ18.1川 6.4ペ|悶 3.7ぺ| 
関東 ・東山 18.61 8.21 山| ロ51 5，3 I 5.11 9.41 9.8 1 
東海 110.1 1 7.31 ω1 10.6 1 20.5 1 13.8 1 15.41 10. 1ω 
近畿 14β3.81 8.1 1 9.41 21.51 30. 1 1.41 11.1 1 1 
国 118.7 1 19.6 1 9.41川 11.9 1 13.0 1 11.6 1 13.71 1 
国 |ω8.31 8.6 1 9.8 1 8.2 I 10.11 8.1 1 9.3 1 
九州 116.81 17.31 16.1 1 16.51 14.0 1 11. 1 15.6 1 15.91 1 
沖縄 1 -1 -1 01 01 -1 -1 01 01 
(出所) 林業信用基金基本資料より作成
ている.第三に，被保証者数では東北 (619)，九州 (596)，東海(575)の順で同様に全国合
計の45%となる.件数，被保証者数とあわせて保証残高の多い地域を資金需要の旺盛な地
域とみなせば，それはとくに九州と東北に集中しているのである.換言すれば，大都市地
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域から離れた縁辺地域に資金需要が活発なことが明らかである.このことは，林業や木林
産業がそもそも地域性をもたさ'るをえないということとあわせて p 先述した金融の地域構
造，つまり資金需要と金融機関からなる中小企業金融は大都市地域以外に多いことに符合
するものであろう.
さらに，企業形態別金額に限定してそれぞれのトッ プの地域を みる と，組合は中国
(20%)，会社は東北・九州 (17%)，個人は近畿 (30%)となる.なお，東北はその地域内で
の金額に絞れば，会社 (54%)，組合 (35%)，個人 (11%)の順になるよ うに，一方では会
社中心型であるが，他方での組合の大きなウエイトもみのがせない.この組合の大きなウ
エイトは，国有林材の販売制度と関わって「特売組合」が延納金制度を軸に，金融面を中
心にした組合活動を進めているためとみられ，中国地域の組合のウエイトの大きさとは，
おそらく理由を異にするものであろう .
ちなみに，秋田県は東北地域では件数，金額，被保証者数ともトップで，旺盛な資金需
要がうかがわれる.
4. r低成長」下の地域における林業(木材産業)金融の構造一秋田県の事例一
先に，主に 「高度成長」期と移行期の木材産業金融の構造につい句て明らかにしたが，こ
こでは 「低成長」期の金融構造の変化について，地域に即して明らかにしよう .
1)主要金融機関別
秋田県における木材 ・木製品製造業貸出残高の推移を主要金融機関別にみると，表-4
のとおりである.昭和57年では普通銀行 (50，748百万円)，商工中金 (10，852百万円)，相互銀
行 (10，393百万円)， 信用金庫 (7，166百万円)，中小企業金融公庫 (6，450百万円)となる.こ
表-4 木材 ・木製品製造業貸出残高の推移(秋田県)
(金額単位 :百万円)
貸 出 残 高 実 数
年 度(月)
|普通銀行|相互銀行|商工中金 !中小公庫 |信用金庫|保証協会言十
昭和52年 71，486 41，551 10，362 8，357 6，404 
53 73，426 43，275 10，146 8，676 5，819 
54 74，124 43，420 10，299 8，243' 5，828 
55 82，539 47，478 11，368 10，741 6，746 
56 83，780 48，686 10，662 10，819 6，316 
57年(9月) 85，609 50，748 10，393 10，852 6，450 
構 成 比(%)
昭和52年 100.0 ' 58.1 14.5 11.7 9.0 
53 100.0 59.0 13.8 11.8 7.9 
54 100.。 58.6 13.9 11.1 7.9 
55 100.0 57.5 13.8 13.0 8.2 
56 100.0 58.1 12.7 12.9 7.6 
57年(9月) 100:0 59.3 12.1 12.7 7.5 
(出所) 秋田県林務部「木材関連市況動向(昭和57年10月)Jより作成
(注) 国民金融公庫が含まれていない点には，留意が必要である
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4，812 6.846 
5，510 7，017 
6，334 5，906 
6，206 6，469 
7，297 6，096 
7，166 5，403 
6.7 
7.5 
8.5 
7.5 
8.7 
8.4 
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のように，普通銀行のシェアは全体貸出残高の 6割にも達するがp 各順位は54年以降変化
がない.
ここで昭和52年以降生じたいくつかの変化をみる と， 第一に普通銀行のシェアは昭和55
年を底にして，近年特に上昇傾向を示している.第二に，相互銀行は一貫してウエイトを
下げている 第三に，信用金庫は52年より貸出残高絶対額では増加したものの，総貸出残
高にしめる構成比は横ばい傾向にある.第四に， 商工中金， 中小企業金融公庫は55年をピ
ークにして，近年下降している.第五に，保証協会の保証残高は絶対額でも減少している
ほか，貸出残高にしめる保証割合は，貸出残高が増加するなかで 52年の9.6%から57年
には6.3%まで減少した.
すなわち，これらの諸変化からうかがえることは，第一に昭和55年以降， 普通銀行がこ
の分野に一層進出するなかで，従来からの中小企業金融機関である相互銀行や信用金庫の
ウエイト低下がひきおこされた.また第二に，商工中金や中小企業金融公庫とL、ぅ政府系
中小企業金融も拡大せず，その結果としてもたらされた中小製材業の「経営圧迫感」は相
互銀行や信用金庫に対する資金需要を減らし， 進出してきた普通銀行には融資条件の厳格
化の道をとらせることとなった.，さらに第三に，このような状況は信用保証協会に代位弁
済とL、う保証のリ スクを回避させたため，保証残高は減少することとなったといえよう山
これらの点は，先に述べた80年代に入ってからの普通銀行，すなわち都市銀行とその系
列化にある地方銀行の，中小企業金融分野への進出傾向を反映するものであろう 14)
2)林業信用基金の保証 ・出資状況
表-5 林業信用基金の保証状況の推移(秋田県)
実
年 度 総 数 組 メ口〉、
{牛 数 |金 額 件 数|金 額
昭和50年 227 2，152，352 44 705，800 
51 208 2，184，192 40 679，400 
52 221 2，937，132 70 1，520，980 
53 197 2，553，572 55 1，219，580 
54 184 2，509，880 57 1，292，000 
55 242 3，471，964 64 1，576，500 
56 257 3，641，548 72 1，539，384 
構 成
昭和50年 100.。 100，0 19.4 32.8 
51 100.0 100.0 19.2 31.1 
52 100.0 100.0 31.7 51.8 
53 100.0 100.0 27.9 47.7 
54 100.0 100.0 31.0 51.5 
55 100.0 100.0 26.5 45.4 
56 100.0 100.0 28.0 42.3 
(出所) 秋田県林務部「秩田県林業統計」より作成
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数
三:z;与Z 社
件 数|金 額
156 1，347，280 
147 1，405，520 
124 1，306，480 
15 1，212，000 
99 1，073，640 
139 1，(i09，224 
l41 1;740，252 
比(%)
68.7 62.6 
70.7 64.4 
56.1 44.5 
58.4 47.5 
53.8 42.8 
57.4 46.4 
54.9 47.8 
(金額単位 :千円)
個 人
{牛 数|金 額
27 99，272 
21 99，272 
27 109，672 
27 121，992 
28 144，240 
39 ~86 ，240 
44 361，912 
11.9 4.6 
10.1 4.5 
12.2 3.7 
13.7 4.8 
15.2 5，7 
16.1 8，2 
17.1 9目9
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表-5によって林業信用基金の保証状況をみると，昭和52年対比で56年の件数は106.6
(257)，金額では118.2(3，471百万円)と増加を示した.一方，先の表-4にみられるように
保証協会の残高は同様に52年対比指数が78.9(6，096百万円)であることからも，信用基金の
ウエイトは一層増したものといえる.第二に，企業形態別保証残高をみると，昭和50年に
比して組合と個人は増加，会社は減少とし、う傾向をとる点に特徴がみられる.しかも会社
と組合の保証残高は昭和56年の13億円と 7億円から増加して， 17億円と15億円にまで拡大
ししかも両者のウエイトは接近してきている.この点は，県の方針ともあいまって出資
金の譲渡を組合に集中してきた結果としてp 従来の会社が直接保証をうける形態から組合
を通じて間接的に保証をうける形態に移行しつつあるためである.第三に，この他みのが
せない点は昭和53年以降個人形態が増加を示したことであり， 56年では金額総数割合の10
%までに達した.これは個人形態をとる，とりわけ中小規模層での金融ひっ迫が生じたた
め，大規模層とは違った比較的小口の保証が必要になったことによる.
一方，出資の状況を昭和56年の件数でみると，総数が330，うち組合が49(14.9%)，会社が
175(53.0%)，個人が106(32.1%)となる 出資高では総数が183，120千円，うち組合が63，130
千円(34.5%)，会社が97，060千円(53.0%)，個人が22，930千円(12.5%)，他に県出資が40千円
となる.特徴の第ーに，出資者では昭和50年以降組合が漸増し，個人はほぼ横ばい，会社
は漸滅状況にある.第二に，出資額では組合と個人は増加し会社が減少した.このこと
は表-5の傾向とあいまった，会社単独保証から組合利用の間接保証への移行を示すもの
であろう.
I.秋田県における木材産業の現状と製材業
1.最近の木材価格の動向と木材不況
昭和52年初頭の円高以降， 53年12月を底にしてもちなおした木材価格は， 55年前半期に
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(出所)秋田県林務部「昭和57年木材需給と木材工業」より作成
図 1 秋田県における木材価格指数の推移(昭和50年=100)
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ピークに達した.しかしその後80年不況に突入した55年後半期から今日に到るまで，木
材価格は低迷ないしは下降の一途を辿っている.
秋田県について上述の傾向をみよう.第ーに，図-1に示されたように昭和50年から54
年までの木材価格の伸び率は，素材と製材品にわければ外材，国産材を間わず，製材品の
方が素材より大きかった.それに対して， 56年以降は天スギ(天然スギ)を除けば，ラワ
ン，造スギ(造林スギ)とも素材価格の伸びが製品価格を上回っている状況にある. した
がって p 製材工場にとっては「原木高の製品安」感があらためて問題とならざるをえな
い.しかし第二に，秋田材のプライスリーダー，ないしは価格の先行指標ともいえるヌキ
の価格は， 57年8月以降上昇基調にあるものとみられ，市況は若干，回復の過程を辿って
いるとする業界筋の強気の見方もある 15)
しかしながら，昭和57年末の地場木材資
本の最大手，秋木の実質倒産，船川木材工
業団地進出工場の半数近くが倒産ないしは
撤退という不況感は，根深いものがある.
そのことを示すように，昭和53年以降p 県
内の木材 ・木製品企業の倒産は一貫して増
加し 57年では20件に達した.しかも，そ
の原因を消費不況による業績不振とするも
のが大半であり p また関連倒産による他社
関係を原因とするものも57年に入って増加
47 
表-6 木材・木製品製造業の倒産原因別
件数(秋田県)
業績不振
他社関係
その他
??
??
項目¥昭和| 57 
計 20 
(出所) 図ー1と同じ
し，倒産はますます構造的な性格を強めている(表-6).
2.住宅着工の推移
価格サイドから不況の現状について明らかにしてきたが，つぎに木材需要および価格の
主要なパロメーターである住宅着工の推移について明らかにしよう.表ー7によると，以
表-7 住宅 着 工の推移
( )数字は%
住宅着工床面積 住宅着工戸数 新設住宅木造率
年度 (1000m2) 全国 (1000戸) 秋田県(戸) (%) 
全 国 |秋 田 |うち増改築 |うち増改築 全
昭和48年 152，471 1，687 2，030 333(16.4) 16，337 5，821 (35.6) 58.8 92.1 
49 114，124 1，575 1，473 333(22.6 ) 15，582 6，281(40.3) 66.1 93.0 
50 120，402 1，928 1，539 373(24.2) 18，958 7，968( 42ρ) 66.9 94.1 
51 134，064 2，092 1，719 390(22.7) 20，560 8，794( 42.8) 65.2 90.7 
52 135，646 1，996 1，702 381(22.4) 19，342 8，580( 44.4) 62.9 90.0 
53 145，903 2，122 1，754 369(21.0) 20，392 9，151(44.9) 61.8 90.0 
54 146，756 2，119 1，707 376(22.0) 20，434 9，863( 48.3) 61.0 89.7 
55 129，084 1，662 1，483 357(24.1) 16，698 8，596 (51.5) 59.2 98.8 
56 117，219 1，501 1，359 351(25.8) 15，620 8，306(53.2) 56.8 88.6 
(出所) 図ー1と同じ
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下の特徴が示される.
第ーにp 住宅着工面積は昭和48年以降，同年対比で56年の指数は全国が76.9であるのに
対してp 秋田県では89.1と相対的に少ないものがある. しかし， 54年対比で56年の指数は
全国が79.9，秋田県が70.8と全国に比して低いことからも，この聞の不況からの地域経済
の立直りの遅れが示されている.
第二に，着工戸数についてみると， 48年対比の指数は全国は66.9，秋田県では95.6とな
るように，秋田県は着工面積傾向と同様に全国傾向に比しても回復のテンポは早い.一
方， 54年対比指数では全国が79.6，秋田県が76.4と同様に秋田県の遅れが明らかだが， い
ずれにしても着工戸数は着工面積に比して回復のテンポが遅れている.
第三に，着工戸数にしめる増改築の割合は，全国は昭和48年の 16.4%から56年の 25.8%
に拡大したのにとどまったのに対し，秋田県では35.6%から 53.2%までに拡大した.つま
り統計上の精度の問題が残るとはいえ，住宅着工の半分が増改築となったので、あり，この
ことは，この傾向が定着すれば新たな住宅需要構造と木材需要構造が形成されることを意
味するものである.
第四に，新設住宅にしめる木造率は全国が昭和48年の 58.8%から56年の 56.8%に下降し
たのに対して，秋田県では92.1%から 88.6%に減少したが，木造指向は依然として根づよ
いものがある.
木造・戸建・増改築指向とL、う需要構造の定着化はp 長期的には県内の木材産業にとっ
ては地場消費の増加として有利に働らく要素であろう. しかしながら，県内製材工場の半
分が大消費地への送り製材であることからも，現状の構造を前提とすれば地域需要の拡大
のみでは景気回復のスピードは加速されないだろう 16)
3.木材需給と製材工場の動向
1)木材需給の動向
秋田県の木材需要の動向をみるとp 昭和48年以降，需要量から移出材を除いた県内需要
にしめる製材用ウエイトが50%をきり，南洋材を中心とした合板需要が著しく増加するこ
とになった.昭和56年では県内需要3，385千m3(他に移出135千m3)のうち，その他を除き製
材用が 1，423千nt(42.0%)，合板用が678千nt(20.0%)，パルプ用が904千nt(26.7%)であるよ
うにp 全国的傾向に比しても相対的にパルプ需要が少なし今日でも製材を軸にした構造
をとっているところに特徴がある.しかしこの不況のなかで合板，パルプに比して製材
の減少は大きしその不況の程度は著しい.
つぎに供給面をみると，昭和56年の供給量は3，520千ntまで減少している.まず国産材が
2，242千ntで内訳は県内材が1，903千77f，移入材が339千ntとなる.一方，外材は， 1，278千77f
でラワン材が796千17f，米材が254千TTfp 北洋材が116千77f，その他が112千ntとなり p 外材
率は36.3%である(秋田県林業統計).その推移を48年以降についてみると， 48年では総供
給量4，564千ntの74.63ぎをしめていた丸太が減少し 56年では69.6%まで下降した.また，
自，他県材別にみても総供給量のうち自県材は昭和48年では56.9%をしめていたが，その
後の外材輸入の本格化のなかで54.1%まで下がり p さらに p 移入材のウエイトも 10.8%か
ら9.6%へと減少したがp 外材率は32.3%から 36.3%へと若干増加している.とはいえ，
外材率は昭和54年 (40.3%)をピーグにして， 55年 (40.2%)，56年 (36.3%) と連続して減少
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傾向にある.この減少は主に北洋材と米材に著しく ，ラワン材は56年では逆に増加を示し
た.
したがって，現在も国有林を中心とする国産材中心の供給構造が存在し，この構造は外
材輸入条件の大枠が変更されない限り，地域の木材資源の充実とともに拡大してゆくもの
とみなされる.
2)製材工場の動向
秋田県の木材・木製品の工場数は昭和54年で896を数え，そのうち製材は618(69.0%)を
しめている.また，従業者数は12，969人で， うち製材は7，255人(55.9%)をしめているよう
に，工場数，従業者数の双方からも p 県内木材工業の動向に決定的な重要性をもってい
る.
秋田県の木材産業の一つの特徴は，一工場当り従業者数14人とし、う相対的に大規模な木
材・木製品工場に付随して，その下に広く分布する家具 ・建具な どの木工業の存在であ
る.昭和53年度時点で，その工場数は 1，455，従業者数6，982人，一工場当り従業者数は5
人になる.つぎに秋田県の木材産業の第二の特徴は，パルプと大型合板工場を除いた中小
企業である木材 ・木製品工場と零細 ・生業的である木工業が，資材の調達等を軸にして地
域的p かつ有機的な結合が強い点にあるといえ，地域の木材産業の活性化のためには，こ
の結合の再強化が必要なことはいうまでもない.
製材工場をめぐる動向の第一の問題点としてp 国産材 ・外材別入荷構成比別工場数をみ
ると p 昭和56年で559工場のうちp 国産材のみは352(63.0%)，国産材50%以上は130(23.3
%)，外材50%以上は58(10.3克)，外材のみは19(3.4%)となる.国産材のみの工場は昭和50
年以降， 51年を除けば絶対数でも構成比でも増加している.他方，外材のみの工場は53年
以降減少し， 56年では3.4%をしめるのみである.国産材50%以上，外材50%以上の両工場
数も減少していることから，この分野の工場の多くが国産材のみの工場に転換しているも
のとみられるのである.
第二に，国産材50%以上も含めれば全工場の約9割をしめる国産材工場の，用途別製材
品生産構成比をみると，総数では昭和48年の 1，094千dから56年の866千dと大きく減少し
た.このような減産体制のなかでp 相対的に生産が増加したのはp 割類で55年では構成比
が23.3%(48年は19.6%)，角類が21.7%(17.6%)，その他が7.9%(4.5%)であるが，割類，角
類は54年をピークとして55年には減少した.一方，減少したのは板類が55年で、37.2%(48 
年は43.0%)，木箱等が3.0%(6.1%)，家具材等が6.9%(9.2%)であるが，板類は55年に入って
増加を示した.このような建築材内部での長期的な割類，角類，とくに角類の増加は，造
スギ尺上材による心去り角生産に，製材工場が従来の造作材生産から転換を開始しつつあ
ることによるものである.このことや流通構造の変化はもとより，製材過程において曲り
を修正する二度挽きの必要などから 3 早晩資本力に応じた生産施設の変化を招かざるをえ
ないものといえ，したがって，県内製材業の新たな格差構造が創り出されるものとみられ
る.
第三にp 製材品の地域別出荷量をみると昭和55年で，県内出荷量が605千d(53.4%)， 県
外出荷量が527千d(46.6%)である.県内と県外の割合は48年では45.1%と54.9%で あった
のが50年に53.5%と46.5%に逆転し現在に至っているが，現在でも50%近くの県外出荷は
販路の安定にとって重要である.つぎに，県外地域別内訳を55年でみると p 東北は71千d
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(6.3%)，関東は349千m'(30.8%)，うち東京は189千m'(16.7%)，北陸は35千m'(3.1%)，中部は
52千m'(4.6%)，近畿は14千m'(1.0%)，その他は6千m'(0.5%)である.この点も， 48年では
関東が71.1%(うち東京43.8%)であったのが， 55年にはそれぞれ66.6%と35.9%に減少し
た かわって増加したのが東北，北陸，中部であり，それぞれ11.9%から13.5%，5.5%か
ら6.6%，7.6~ぎか ら7.9%になり p 三者の合計も 25.1%から30.0% と 1/3近くをしめるように
なったことが注目される.三者は殆んどが積雪地域であることから比較的長尺，太目の柱
需要が多いことなども考えるとp 角類の増加は主に三地域向けとみられる.なお，近畿と
その他は両者とも 4%たらずで，心去り角の九州移出増がみこまれるにもかかわらず殆ん
ど変化は示していない.
第四に，製材品販売先をみると昭和55年で商社は6千m'(50年は7千m')， 市売市場は142
千m3(128千m')， 木材センターは46千m'(45千m')， 卸売は320千m'(359千m')， 小売は 176千m3
(143千m')， 直接需要者は363千m'(350千m')， その他は90千m'(153千m3)となる.構成比をみ
ると， 50年対比で増加したのは市売市場が12.4%(50年は11.4%)，木材センタ ーが4.0%(3.7
%)，小売が15.4%(13.8%)，直接需要者が31.8%(29.9%)であり，他方減少したのは商社
が0.5%(0.6%)，卸売が28.0% (32.9 %)，その他が7.9%(8.4%) となる.市売市場，小売，直
需者などの比較的国産材指向の強いとみられる販売先が増加し，この三者で約6割をしめ
るが，この大半が県内向けと推測される.
第五に，製材工場について明らかにする.製材工場数は昭和49年の684をピークとして
その後毎年減少し， 56年には600の大台をわって 559となった.56年の階層別工場数は，
7.5~22.5kω 未満が 53(9.5%) ， 22.5~37.5kw が 98(17.5%) ， 37.5~75.0kω が 206(36.9%) ，
75.0~ 150.0kωが104(18.6%)，150.0kω以上98(17.5%)である.80年不況に入ってから，昭
和54年対比で工場数が減少していないのは，150.0kw以上層のみである.つぎに，構成比
をみると増加させているのは37.5kw~75.0kω 層 と 150.0kw 以上層のみであり，他階層はす
べて減少した.このような増減の要因は，第ーに増加をみると，150.0kω以上層は比較的
大型の外材工場が多いため，国産材型工場べの転換は困難で‘縮小が少なかった.第二に，
7.5~22.5kω と 22.5~37.5kw 層は転廃業， 75.0~ 150.0kw層は減産や施設廃業により小規模
化し，減少した.第三に，その結果，37.5~75.0kω 層への上位階層からの下降シフ トのた
め，この階層は増加したのである.
rn.金融および経営構造の階層別動向
前章では秋田県全体についての製材工場の動向について明らかにしたが，本章では主に
階層別動向に重点を置いて分析を進める.なお，本章の分析は昭和57年度に実施した県内
57製材工場に対するアンケート調査および同製材工場中の6経営者に対する個別面接調査
によるものである.
1.経営規模等について
1) 出力階層と従業者数
以下，製材工場を 7.5~37.5kω 未満層を 1 ， 37.5~75.0kω 層を n ， 75.0~ 150.0kω層を
m， 150.0kω以上層をWとして階層区分をする.
表-8によれば出力階層別企業数はIが1，nが16，mが16，Nが24とEとWで全体の
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70%をしめており，先の県統計では昭和56
年で75kw以上層は全企業数の40%たらず
であることから，アンケート対象の比較的
大規模層への偏りがみられる.なお3 アン
ケートによる階層別の平均出力は Iが15
kw， nが53kw，mがll1kw，Nが285kωで
ある.
つぎに，従業者数をみると1O~29人規模
が最多で企業数は36を数える.従業者数階
層別にみると 9人以下ではn，1O~29人で
はN，30~49人ではN ， 50~99人， 100~ 
199人もすべて町が最多となる が，出力階
層と従業者数との聞には比較的明らかな相
表-8 製材工場の出力階層と従業者数
(昭和57年)
(単位:企業数)
出力階層 (k叩)
従業者数
75i「750|川(人) I I I I I I I I ~十
37.5 1 75.0 1150.0 
~ 9 6 1 1 8 
10~ 29 1 10 12 13 36 
30~ 49 2 6 8 
50~ 99 1 3 4 
100~199 1 1 
計 1 1 1 16 1 16 1 24 1 57 
(注) 200人以上規模は存在せず
闘がみられる.なお，アンケートによる出力階層別の平均従業者数は Iが13人， nが13人，
E が23人， N カ~35人と なる .
ちなみに，階層別でいまサンフ。ル数が1と少ないが， nとは性格を異にする点が多いた
め，独立させてとり扱う.
2)機械設備
表-9にみられるように，縦びき用丸鋸を除いて，すべての機械で出力階層が大きくな
る程，保有台数が多くなることは一見して明らかである.つぎに，全体の平均保有台数と
比較 して，第一に75kωが境界となっているのは自動ローラー送式帯鋸，パーカーであり，
第二に自動送材車付帯鋸，テーフ。ル式帯鋸，動力による搬送設備p フォークリフト，チッ
パーなどは150kω以上層が平均保有台数以上となる.また，階層差をみるため一企業当り
の保有台数の比較は企業数1のため除き， 具体的には小規模層Eと大規模層町の保有
規模の比較をすると，つぎのとおりである.①自動送材車付帯鋸 (NはHに比して1訓音)，
表-9 出力階層21Jの機械設備平均保有状況(昭和57年)
(単位:台数)
出 カ 階 層(伽)
No. 機械設備
~37.5 1 37ト 75.0175い 50.01附~|計
!日|1 1自動送材車付帯 鋸 |
. 
1 1.2 1.4 
2 I 自動ローラー送式帯鋸 | 0.5 1.5 1.1 
3 1テ ーブノレ式帯 鋸| 1.4 2.7 1.9 
4 1動力による搬送設備| 1.1 2.4 1.4 
5 1縦びき用丸 鋸 | 1.1 0.9 1.3 1.1 
1.3 1.5 2.1 1.7 
カ 0.2 0.7 0.4 
1ツ
ノ、。 1.0 0.7 
(注) 太線で閉まれたものは平均以上を示す
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②自動ローラ一式帯鋸 (3.0倍)， ③テーブル式帯鋸 (2.1倍)，④動力による搬送設備 (8.0倍)，
⑤縦びき用丸鋸(1.2倍)，⑤フォ クーリフト(1.6倍)， ⑦パーカー (3.5倍)，@チッパー(2.0倍)
で，とりわけ格差が大きいものは④動力による搬送設備である.このことは，この間の不
況に対応する合理化のテコが大規模層にあってはおおよそ昭和53，54年前後の搬送設備導
入による労働力の削減にあったことを示すものである.
3)原木消費量
昭和56年の原木消費量は， 1は1，400m'で54年対比指数は116，nは2，338neで、同様に85，
Eは3，029m'で83，rIは7，987m'で90であるように，とくにn，1lIでの原木消費量の低下が
著しい.また，その うち賃びきも Iの指数は400m3で200，nは28.5m'で30，1lIは22.7m'で
37， rIは16.4m3で145というように推移し，同様にn，1lIでの減少が著しい.この点は， 総
原木消費量にしめる賃びきのウエイトの変化をみても Iは54年の 16.7%から56年の28.6%，
Eは3.7%から1.3%，皿は1.7%から 0.7%，町は0.1.9ぎから 0.2%へと推移したことにも示
される.
また，昭和56年の従業者一人当りの総原木消費量は Iで107.7m3， nで'-172.1ne，1lIで
131.7 m'，町で278.2m'というように， 1lIとEの逆転を除けば出力階層に平行して大き くな
る.
つぎに，昭和56年の単位 kw当りの消費量は Iで93.3m'， nで42.2m'， 皿で27.8m'， Nで
28.0m'というように， 出力階層の大規模化とは逆の傾向を示すものであるが3 この点は導
入機械の稼動率との関連を意味するものである.
4)製品生産量
まず，昭和56年の製品生産量は Iでは980m'， 54年対比指数で117，nは1，442m'で81，1lI 
は2，261m3で、88，Nは4，460niで96というように， n， 1lIでの落ち込みが著しい.つぎに，
残材であるチップ生産量は Iが該当せず，nが340neで指数は125，皿が293m'で87，Nが
3，308m'で80というように， nを除けばすべての階層で減少を示している.また， 総原木消
費量にしめる製材品生産量の比率は，1は54年，56年とも70.0%と変わらず， nは67.3%か
ら54.7%，1lIは70.3%から74.7%，Nは52.3%から55.8%へと推移した. とりわけn，Nで
比率が低下したのは， この層でのチップ生産の増加によるところが大きい.
5)生産動向と稼動率
昭和57年現在の生産量を54年に比べて，増えている 3 変わらない，減っている，とする
ものは回答企業数日のうち，それぞれ12，9， 34となり，減っているが62%をしめている.
階層別にみると減っているの構成比は， 1で0%(企業数で0/1)，nで53%(8/15)， 1lIで67
%(10/15)，町で67%(16/24)となり上層になるほど減産体制が徹底していることが読みと
られp この点は先の 3)や 4) の傾向と符合するものである.しかも，その減産率は回答
企業数51のうち， 20%までの減産率が17，20%から40%までが11，40%から60%までが2
と，減産は合計で30(58%)に達している 一方，逆に増加しているのは20%までが9，20 
%から40%までが1，40%から60%までが 1で合計12(24%)にしかすぎない.また，増減
なしは9(18%)である.さらに減産の割合を階層別にみると Iは0%，nは53%(8/15)， 
皿は62%(8/13)，Nは67%(14/21)というように，同様に上位層での大きな減産率を示して
いる.
最後に生産動向を明らかにするために稼動率をみよう.昭和54年では稼動率100%の工
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場数構成比が全体の61%をしめていたのが， 57年には49%と12ポイントも減少したことに
示されるように， 55年以降の不況下で稼動率は一段と下降している.この点を階層別にみ
ると， 1は54年， 57年とも70%と変わらず， nは50%から40%，mは63%から53%，Nは
70%から52%へと減少した.稼動率の減少度が最大なのは町であるが，この点は先に述べ
た単位 hω 当りの原木消費量がこの階層で最小なことに符合するものである 一方，最低
の稼動率のEは，拡大による過剰な機械設備によってもたらされたものではなし原木購
入量そのものの低下によるものとみられる.
2.原木調達について
1)国産材 ・外材別割合
表-10に示されるように昭和54年から56年にかけて 3 国産材割合が70%以上の国産材中
心工場は3増加で47工場，併用は1減で6工場，外材割合が70%以上の外材中心工場は1
増で4工場となった.このように， 80%以上が国産材中心工場であり，しかも増加傾向に
あることは重要である. なお，以下 r主な」の定義は70%以上，併用とは70%以上の割
合がないものをいう.
上述の点、を階層別にみると，国産材中心工場のウエイトが高いの はEで88%，Nで92
%，逆に低いのは皿で69%になる.この間， nでは併用工場の減少によって，外材中心工
表-10 国産材 ・外材別の製材工場数
(単位:企業数)
出 力 階 層 昭和 国 産 材
. 外 材 5JU 
国産材中心|国産材・外材 |外材中心|(kw) 増 減 言十
56 1 1 
7.5~ 37.5 54 l 1 
増減| 。 。
56 14 1 1 16 
37.5~ 75.0 54 12 3 。 15 
増減 | 2 '" 2 1 1 
56 11 3 2 16 
75.0~150.0 54 11 2 2 15 
増減 | 。 1 。 1 
56 22 1 1 24 
150.0~ 54 21 1 1 23 
増 減| 1 。 。 1 
56 47 6 4 57 
計 54 44 7 3 54 
増 減 | 3 '" 1 1 3 
(注) 国産材中心は国産材の割合が70%以上，外材中心も同じ.国産材・外材とは前二者のいず
れでもないものをさす
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場の 1増加，他方で国産材中心工場の2増加が示されたように，併用工場の国産材中心工
場への転換がこの層を中心にして比較的進行したとみられる.
2)国産材原木の調達方法
昭和56年の回答企業数57のうち，立木買いは3，素材買いは45，自分の山からは0，前
三者の併用は9であるよ うに，素材買いが79%と圧倒的であり，この構成比は54年と比較
して殆んど変化を示さない.
この点を階層別にみると，素材買いのしめるウエイトはHで88%(14/16)，ilでは75%
(12/16)， lVでは79%(19/24)とEでとりわけ素材買いのウエイトが高い. ウエイトの増減
はil，lVで著しく， ilでは素材買いが15から12に減少した反面， 併用が 1から4に増加，
Nでは素材買いが17から19に増加し，逆に併用が5から3へ減少するなど，短期間に複雑
な動きを示している.
3)立木買いの場合の主な買入先
昭和56年に立木買いをした23企業のうち，買入れ割合が70%以上を主な買入先とする
とp 私有林からが11，国有林からが10，公有林は0，私・国併用が2となるよう に， おお
よそ国有林，私有林で半々といえる.この点を階層別にみると，昭和56年のEでは国有林
対私有林比が1: 5，皿では 2: 1， lVでは7: 4となっている.54年ではそれぞれ 1: 
ム 2: 3， 8 : 3であることからも，この間主にEを中心にして上位階層での国有林依
存度が一層深まった.
Eでは私有林に依存する割合は減少しているものの，逆にWでは増加したのも注目され
るが，上層での私有林からの立木買いの増加は，素材業者の衰退と製材業者による「直営」
伐採増加の可能性を示すものであろう.または昭和54，56年とも私有林が1みのであ
る.
4)素材買いの場合の主な買入先
表-11に示されるように， 昭和56年の回答企業数57のうち国有林からが31，素材生産業
者からが5，その他からが 4，原木市場からが 1，前回者からの併用が16となるように，
国有林依存度は過半を示している.ちなみに，原木調達では全階層中もっとも素材買いの
ウエイトの高かったEでは国有林中心のものの構成比は56%，つぎにEは56%，lVは54%
とIを除けば階層差が殆どないのが，一つの特徴である.
昭和54年との対比でみると56年では，国有林が8増加，原木市場が1増加，逆に減少し
たのは素材業者が3，併用が5であるのに示されるように，国有林に依存する度合が一層
強ま っている.この点は，地域の素材業者の解体過程を逆に裏づけるものであるが，とく
にWでの， 54年の8から56年の13へという国有林依存度の増加は，国有林の立木販売制度
の変更に対する一つの対応とみられる.さらに，原木市場の増加も上記の点と関わりをも
つが，臨調路練対応のこれからの民間の「活力」に基づく新たな市場再編方向の一環とし
て注意が必要とされよう.
5)外材原木の主な買入先割合
昭和56年で回答企業数21のうち商社が6，問屋が12，協同組合が 1，前回者の併用が1
であることに示されるように，問屋が中心となっている.
この点を階層別にみると問屋の割合は Iで100%(1/1)，nで80%(4/5)，ilで50% ( 4/8)， lV
で43%(3/7)というよ うに上位階層ほど下がり，逆に商社の ウエイトが増加する.なお，
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表-11 素材買いの場合の主な買入先
55 
(単位:企業数)
出力階 層
(kw) 
7.5~ 37.5 
37.5~ 75.0 
75.0~150 .0 
150.0~ 
?
;: 1 1 1 1 ~ 1 
;:1 ~I 1 ~I ~I 
:1 : 1 ~ 1 ~ 1 1 
;: 1 1: 1 1 ~ 1 ~ 1 
;:|;;|;|;|:| 
計
1 
1 
。
16 
15 
1 
16 
16 
。
24 
24 
。
57 
56 
(注) 主なとは数量割合が70%以上のものをさす.併用とは主なものがないとき
どの階層とも54年と56年では大きな変化は示していない.
3.販売関係について
1)主な販売先の地域別割合
表-12に示されるように，昭和56年の回答企業数56のうち，地元が9，三都市場が8，
その他が10，前三者の併用が29となり，併用を除けば地元， 三都市場，その他が主な販売
先としてほぼ等しい構造にある.この点を階層別にみると， 56年のEではそれぞれ2，
3， 2というように三者がほぼ等しく， mでは4，2， 1と地元型，Nでは2，3， 7と
その他型である.地元は隣接市町村となっているから，Nのその他は，Iまぼ県内 ・東北中
心とみられる.
54年との対比では三都市場とその他が減少し，一方で、地元と併用がふえるなど，需要構
造の変化が進行している.
2)販売の主な相手先割合
併)製材品
昭和56年の回答企業数54のうち，小売屈は1，大手土建業者は0，問屋 ・センター は
11，市売市場は5，大工 ・工務庖は5，その他は5，前五者の併用は27である.ほぼ全階
層にわたって問屋 ・センター中心の傾向をとるが， 54年との対比では問屋 ・センターが3
減少し小売庖，市売市場，大工 ・工務屈などの地元販売ルートの増加が認められる.な
303 
56 山形大学紀要(農学)第9巻第3号
表-12 販売の主な地域別(数量割合)
(単位:企業数)
出力階層 昭和 販売の 主な地域別(数量割合)
(kω) 増減 地 元|三都市場 |その他|併 計
1 
7.5~ 37.5 1 
増減 | 。
15 
37 .5~ 75.0 54 15 
増減 | 。
16 
75.0~150.0 54 16 
増減| 。
24 
150.0~ 54 24 
増減| 。
56 
54 12 24 56 
増減 1 I 。
(注) 主なとは数量割合が70%以上のものをさす.併用とは主なものがないとき
お， 1は54，56年とも併用のみである.
伊) チップ
昭和56年の回答企業数34のう ち，紙 ・パルプ会社が30，繊維板業者が 1，その他が3，
併用がOであるが，紙 ・パルプ会社はともに県内の 2大手会社とみなされる.階層別にみ
ても p 全階層にわたって殆んど同じ傾向を示すが， 54年(回答数31) との対比では紙・パ
ルプ会社のウエイトが2工場分増加をしている.なお， 1は両年とも無該当である.
付原木販売
昭和56年の回答企業数20のうち，同業者が9，原木問屋が 1，原木市場が 3，その他が
3，併用が5となるように同業者間の販売が中心である.階層別にみると， Iは40%(2/5)，
Eは無し，lVは64%(7/11)と階層が大きくなる程， ほぼ同業者間の転売が増加する.54年
(回答数19)との対比では，同業者がNで1減少，原木市場がHで1増加p 併用がlVで 1増
加したのみで大きな変化は認められない.
4.金融関係について
1)原木の仕入先と手形の利用状況
げ) 国産材
まず， 昭和57年について国産材原木代金を手形で支払う金額割合を表-13によってみる
と，総数210件のうち， 0%であるまったく無しが126(60%)，50%未満で使うが13(6%)，
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表-13 国産材原木代金を手形で支払う金額割合
(単位 :件数)
代金を手形で支払う割合
出力階層 仕入先別 0% 50%未満 50%以毒 100% 計
(kw) 100%未
|増昭和減 571541増減 571541増減 571541増減 571541増減 571~~j増減
立木 購入 1 1 。 1 1 。
原木市場 1 1 。 1 1 。
素材業者 1 1 。 1 1 。
7.5~ 37.5 協 同組合 1 1 。 1 1 。
そ の 他 1 1 。 1 1 。
計 |
。
立木購入 9 9 。 1 1 01 10 10 O 
原木市場 5 5 。2 11 . 1 1 1 。2 31A 1 10 10 O 
素材 業者 5 5 。。11A 1 5 4 1 10 10 。
37.5~ 75.0 協同 組 合 4 4 。 6 6 01 10 10 。
その 他 4 51A 1 4 3 1 。1企 1 2 1 11 10 10 。
計 1271 281A 11 01 111 11 01 501 501 O 
立 木購入 101 10 。 2 2 。 12 12 O 
原木市 場 101 11 ム 1 1 。1 1 1 01 12 12 。
素材業者 8 8 。2 2 。2 2 。 12 12 O 
75.0~150.0 協同組合 4 4 。 1 1 。7 7 01 12 12 。
その他 9 9 。1 1 。2 2 。 12 12 O 
計 1411斗 11 01 601 601， 0 
立 木購入 121 11 1 1 2企 1 2 2 。4 4 01 19 19 。
原木市場 11 12 A 1 1 21A 1 3 1 2 4 4 01 19 19 。
素材業者 7 7 。2 41A 2 7 6 11 3 2 11 19 19 。
1 50.0~ 協同 組合 10 9 1 3 2 1 6 81A 2 19 19 。
その 他 13 13 。 5 5 。1 1 01 19 19 。
計 |司 521 8ト41 201 161 41 181時 1 951 951 O 
立木購 入 1 2企 1 4 4 。5 5 01 42 42 O 
原木市 場 271 291A 2 3 3 。5 2 3 7 8企 1 421 42 O 
素材 業者 211 21 。4 71A 3 141 12 2 3 2 1 42 42 。
計 協同 組 合 191 18 1 4 3 11 19 21企 2 421 42 O 
そ の他 271 28 企 1 5 4 1 7 81A 1 3 2 11 42 42 。
計 |ロ61叫 1 131時 31 341 291 51 371斗 11刈刈 。
50%以上100%未満で使うが34(16%)，100%手形とするものが37(18%)であるよ うに，現金
払い中心であって手形決済は 4割を しめるにすぎない. 54年では総件数 210のうち，それ
ぞれの割合は60%，7 %， 14%， 18%であるから，50%未満が減少し， 50%以上100% 未満
が増加をしているが57年と大きな相違はない. 50%以上100%未満の増加のう ちNが80%
(4/5)をしめていて， この層での手形利用の増加傾向が明らかである.ところで， 57年の
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階層別傾向を手形利用まったく無しについでみると， 1は100%，nは54%，mは69%，N 
は56%というように， 1を除けば階層差は殆どない.
つぎに， 仕入先別にみると立木購入では非手形利用が76%，原木市場が64%，素材業者
が50%，協同組合が45%，その他が64%と立木購入での非手形利用が最多となる.逆に手
表-14 国産材原木仕入手形のうち最も頻度の多いサイト
(単位 :件数)
i 品5117iJ5;:!?tJR11L|5:!日制 57|; |増減
立木購入
7.5~ 37.5 
37 .5~ 75.0 
75 .0~150 .0 
150 .0~ 
7.5~37.5 
37 .5~ 75.0 
75 .0~150.0 
150 .0~ 
7.5~ 37.5 
37.5~ 75.0 
75.0~ 1 50.0 
150.0~ 
7.5~ 37.5 
37 .5~ 75.0 
75.0~150.0 
1 50 .0~ 
7.5~ 37.5 
37 .5~ 75.0 
75.0~ 150.0 
1 50.0~ 
7 .5~ 37.5 
37.5~ 75.0 
75.0~150.0 
1 50 .0~ 
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原木市場
素材業者
2 
1 
I 
O 
協同組合
その他
?
1 
1 
1 
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形利用がすべてのものは協同組合が最多で，件数割合の45%にも達している.
表-14によって，国産材原木仕入手形のうち最も頻度の多いサイトをみると，昭和57年
の総件数105のうち， 60日以上120日未満が76%，120日以上180未満が19%，逆に短期の30
日以上60日未満と長期の180日以上はそれぞれ3%にもみたない.また， 54年の60日以上
120日未満は72%，120日以上180日未満は21%であることからも仕入手形のサイトは短期
化しつつある.また，短期サイト増加分の67%(4/6)が原木市場に集中している
つぎに，階層別に昭和57年の傾向をみると60日以上120日未満の構成比は Iで42%，n 
で83%，mで86%，Nで66%と， Iを除けばWで大きく減少し，逆に町では120日以上の
サイトが22%をしめている.
表-15外材原木代金を手形で支払う金額割合
(単位:件数)
代金を手形で支払う割合
出力階層
(kw) 
仕入先別
闘571714rL|府
商 社
外材問屋
7.5~ 37.51協同組合
その 他
荷 社
外材問屋
37.5~ 75.01協同組合
その他
|商 社
外材問屋
75.0~150.0 I協同組合
商 社
外材問屋
150 .0~ ~IA ~I E の他
社[1:[ 1:[ 
外材問屋 98 0161T1|「20| 21A 1 201 
計 協同組合
そ
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さらに，佐入先別にみると， 120日以上の長期サイトがしめる割合は立木購入では58%，
原木市場では 0%，素材業者では34%，協同組合では 6%，その他が25%となり， 長期サ
イトは立木購入が支配的であり， 180日以上のサイトも立木購入のみである.また，素材
業者が34%と立木購入につぐことからも， )1上から川下にむかつてサイトは短期化してい
る.
(ロ)外材
まず，表-15により外材原木代金を手形で支払う割合をみると，昭和57年の総件数80の
うち，ま ったく無しが76%，逆に 100%手形が23~ぎを しめてその中聞は 1 割程度にしかす
ぎず，いわば二極構造にあるといえよう. 54年ではまったく無しは71%，100%手形が28%
表-16 外材原木仕入手形のうち最も頻度の多いサイ ト
(単位 :件数)
最 も頻度の多いサイト
仕入先別目|出力階層(kw) 60日以上120日未満 山上18吋| 言十
|臨 57 I 54 |増減 57 I 54 I増減 57 54 
7.5~ 37.5 
37 .5~ 75.0 1 1 。 1 1 。
商 社 I75.0~150.0 1 1 。 2 2 。 3 3 。
150.0~ 1 2 A 1 2 1 1 3 3 。
。
7.5~ 37.5 。 1 A 1 1 。 1 1 1 。
37.5~ 75.0 1 2 A 1 1 。 1 2 2 。
外材問屋 I 75.0~1 50.0 1 1 。 4 4 。 5 5 。
150.0~ 2 2 。 2 1 1 4 3 1 
計 ! 1 
7 .5~ 37.5 I 
37.5~ 75.0 
協同組合 I 75.0~150.0 
150.0.， 
7.5~ 37.5 
37 .5~ 75.0 
その他 I75.0~150.0 
150.0~ 。
計 。
7.5~ 37.5 。 111l. 1 1 。 1 1 1 。
37.5~ 75.0 2 3 A 1 l 。 1 3 3 。
言十 I 75.0~150.0 2 2 。 6 6 。 8 8 。
' 150.0~ 3 4 A 1 5 4: 1 8 8 。
。
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というようにp 非手形支払つまり現金払い化が進行している.支払先別に57年のまったく
無しをみると p 商社が65%，外材問屋が45%，協同組合が100%，その他が25%であるか
らp したがって逆に外材問屋と商社で手形利用が多いといえる.
昭和57年の傾向を階層別にみるとp まったく無しの割合はIが75%，nが81%，Iが75
%， Nが75%と階層間での差はあまり認められない.
つぎに，外材原木仕入手形のうち最も頻度の多いサイトを表-16によってみると，昭和
57年の総件数20のうち， 60日以上120日未満が35%，120日以上180日未満が65%と後者の
比較的長期のサイトが過半をしめている 54年では総件数20のうち， 60日以上120日未満
は50%，120日以上180日未満も50%であったから，国産材原木とは逆に長期化が進んでい
る. しかも，増加の殆どが外材問屋である.
仕入先別に各サイトの割合をみると， 60日以上120日未満の割合が57年では，商社は43
%，外材問屋は33%，協同組合は0%，その他は0%というようにp 外材問屋のサイト長
期化がここでもうかがわれる.一方，上述の傾向を57年の階層別にみると， 60日以上120
日未満のしめる割合はIが0%，nが67%，Iが25%，Nが38%と先の取引先別とは異な
って P 有意な傾向性は認められないといえる.
2)製材品の出荷先と手形の利用状況
表 17により製材品出荷代金を手形で受取る割合についてみると p 昭和57年の総件数
246のうち， 0%が156(63%)，50%未満が17(7 %)， 50%以上100%未満が38(16%)，100 % 
が35(14%)となっているように，約6割が手形決済でなく，したがって現金受取り中心で
ある.54年ではそれぞれの構成比は総件数246のうち， 68%， 7 %， 14%， 11%であるか
ら出荷代金を手形で受取る割合が増加している. 57年の手形利用のないものを階層別にみ
ると， 1で83%，nで70%，Iで67%，Nで56%と上位ほど非手形利用の減少p つまり手
形受取りが増加する.54年で、はそれぞれ， 83%， 75%， 68%， 63%であるから特に町での
手形受取りが増加したが，Nで最も手形受取りの増加した取引先は，市売市場，小売届，
問屋・センターの1頂になる.
これらの点を出荷先別にみると，小売庖が61%，大手土建業者が66%，問屋・センター
が36%，市売市場と大工・工務屈が61%，その他が71%というように3 問屋・センターで
の手形利用の割合が多いのが特徴である.
つぎにp 最も頻度の多いサイ トは表-18に示されたとおりである.昭和57年の総件数
100のうち， 30日以上60日未満が 1( 1 %)， 60日以上120日未満が58(58%)，120日以上180日
未満が41(41%)， 180日以上はOで， 120日未満のサイトが約60%をしめている.54年では
それぞれ1%， 71%， 28%， 0;;ぎであるから特に60日以上120日未満の減少が著しい. 180 
日未満の割合を57年の階層別にみると， 1 は0%，nは33%，皿は65%，Nは54%となる
が， 54年で、はそれぞれ100%，79%， 69%， 67%とな り， nとNでの短期手形の減少が著
しい.
業種別に短期手形の割合をみると，小売屈は57年で50%(54年で67%)，大手土建業者は
33%(33%)，問屋・センターは64%(74%)，市売市場は80%(78%)，大工・工務自は47%(87
%)，その他は25%(46%)というように3 市売市場と大手土建業者を除き小売庖p 問屋・セ
ンター，大工・工務庖，その他での短期サイトの減少が著しい.
3)在庫量
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表-17 製材品出荷代金を手形で受取る金額割合
(単位 :件数)
代金を 手形で受取 る割合
出力階層 出荷先，'51] 0% 50%未満 503百以上 100% 言十
(k卸) 100%未満
|昭増和減 571541増減 571541増減 571541増減 571541増減 571541増減
小 売庖 1 1 。 1 1 。
大手土建業者 1 1 。 1 1 。
問屋・センター 1 1 。 1 1 。
7.5~ 37.5 市 売市場 1 1 。 1 1 O 
大工・工務庖 1 1 。 1 1 O 
その他 l 1 。 1 1 。
計 | O 
小 売庖 7 7 。。1." 1 2 1 1 1 1 01 10 10 。
大手土建業者 91 10 A 1 1 。1 10 10 。
問屋・セyター 6 5 1 1 1 。3 41A 1 10 10 。
37.5~ 75.0 市 売市場 8 91A 1 2 1 1 101 10 。
大工・工務応 4 61A 2 1 1 。3 2 1 2 1 11 10 10 O 
その他 8 8 。 1 1 。1 1 01 10 10 O 
計 1421中 31 01付601 O 
小 売 庖 8 8 O 1 1 。3 3 。 12 12 O 
大手土建業者 12 12 。 12 12 O 
問屋・センター 4 4 。1 1 。2 31A 1 5 4 11 12 12 O 
75.0~150.0 市 売市 場 6 6 。 2 2 。4 4 01 12 12 O 
大 工・工務庖 7 8企 1 3 3 。2 1 11 12 12 O 
その他 11 11 。1 1 。 12 12 。
計 1481件 11 01 101 111企 11111 21 721 721 O 
小 売庖 91 11 A 2 3 2 1 3 3 。3 2 11 18 18 。
大手土建業者 151 15 。1 1 。1 1 。1 1 01 18 18 O 
問屋・セyター 4 61A 2 1 1 。7 5 2 6 6 01 18 18 O 
150.0~ 市 売市場 101 13 A 3 2 3企 1 2 2 。4 O 41 18 18 。
大工・工務庖 141 14 。2 2 。2 2 。 181 18 。
その他 9 9 。2 2 。4 4 。3 3 01 18 18 。
計 1611叫 71 111 11 01 191 171 21 171 121 51吋叫 。
小 売庖 251 27 A 2 4 4 。8 7 1 4 3 11 41 41 。
大手土建業者 371 38 企 1 2 1 1 1 1 。1 1 01 41 41 。
問屋・センター 151 16 A 1 2 2 01 10 9 1 14 14 01 41 41 。
言十 市売市 場 251 29 A 4 2 31A 1 6 5 1 8 4 41 41 41 O 
大 工 ・工務庖 251 28 A 3 4 4 。8 7 1 4 2 21 41 41 O 
その他 291 29 O 3 3 。5 5 。4 4 01 41 41 O 
計 い561吋A111 171 171 。1381 341 41 351 281 71判2461。
310 
転換期における製材業金融の諸問題一一菊間
表-18 製材品出荷代金受取手形のうち最も頻度の多いサイ ト
(単位 :件数)
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最も頻 度の多いサイ
出荷先別 |出力階層(刊誌日禁事 |1311集者 1i羽詰 1 180日以上 | 計
融1571541問 571541増判 57154同 57154同157154問
小 売庖
??
??
??
問屋・
センター
7.5~ 37.5 
37.5~ 75.0 
75.0~150.0 
150 .0~ 
7 .5~ 37.5 
37 .5~ 75.0 
75.0~150.0 
150.0~ 
7.5~ 37.5 
37.5~ 75.0 
75.0~150.0 
150.0~ 
7.5~ 37.5 
37 .5~ 75.0 
75 .0~ 150.0 
150.0~ 
7 .5~ 37.5 
37.5~ 75.0 
75.0~ 150.0 
1 50 .0~ 
7.5~ 37.5 
37.5~ 75.0 
75 .0~ 1 50.0 
150.0~ 
7 .5~ 37.5 
37.5~ 75.0 
75.0~150.0 
1 50.0~ 
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資金の回転率を規制する在庫量を原材料(原木)と製品に分けて分析する.まず，第ーに
原木についてみると昭和57年の回答企業数56のうち，在庫がOが2%，2ヶ月未満が18%，
2ヶ月以上4ヶ月未満が48%，4ヶ月以上6ヶ月未満が23%，6ヶ月以上8ヶ月未満が9
%， 8ヶ月以上が0%であり 2ヶ月以上4ヶ月未満までのウエイ トは70%近くなる.54 
年では2ヶ月以上4ヶ月未満までのウエイトは59%であったから，在庫量は短期ものが増
加して在庫量それ自体は減少傾向にある.57年の 2ヶ月以上4ヶ月未満までの割合を階層
別にみると， 1は100%，nは69%，Iは87%，Nは54%となるが， 54年ではそれぞれ100
%， 69%， 53%， 54%であったから，とくにIで在庫減ら しが進んだものといえる.
第二にp 製材品についてみると昭和57年の回答企業数54のうち oが1%，2ヶ月未満
が785弘 2ヶ月以上4ヶ月未満が20%，4ヶ月以上6ヶ月未満が0%，6ヶ月以上8ヶ月
未満が0%，8ヶ月以上が 1%である.2ヶ月以上4ヶ月未満までの合計は99，9百に達し，
原木に比しても在庫減らしが相対的に進んで、いる.昭和54年の 2ヶ月以上4ヶ月未満まで
の割合は94%と高位にあったことからも，原木に比べて早期から在庫減がとられたといえ
る.57年の 2ヶ月以上4ヶ月未満までの割合を階層別にみると，1は100%，nは100%，
皿は93%，Nは100%であるが，54年ではそれぞれ100%，100%， 93%， 95%であるから，
Wで比較的製品の在庫減らしが進んだものといえる17) 
4)設備投資
表-19に示されるよ うに，昭和54年以降設備投資を行なったものは総件数69のうち45
(65%)，行なわないものが24(35%)でp 大半が54年以降も設備投資をしている.設備投資
を行なったもののうち，項目別には土地が6，建物が15，機械が24となる.最も設備投資
の進んだ機械の割合は， 1で0%，nで53%，皿で78%，Nで45%と特にEで大きいが，
EとWでは両方とも建物への投資が機械についで高い.また，行なったものの割合はIで
100%， nで68%，皿で53%，Nで69%であることから，第ーに設備投資を活発に行なっ
た階層では機械+建物，第二に活発に行なわなかった階層では機械のみの拡大といった特
徴を示す.
しかも，表一20に示されるようにその資金調達の方法は回答企業数34のうち，自己資金
がT，借入金が21，併用が6というように過半が借入金依存である.階層別にみると借入金
の割合は Iで0%，nで50%，Iで55%，Nで71%と上位階層ほど借入金が増加している.
表 19 昭和54年以降の設備投資
(単位:件数)
54年以降設備投資を
設備投資 行なった 行
¥¥ な
土 建 機 全コ 言十
出(力kw階)層
な
地 物 械 言十 L 、
7.5~ 37.5 。1 。1 O 1 
37.5~ 75.0 1 5 71 13 6 19 
75.0~ 1 50 .0 1 1 7 9 8 17 
150.0~ 4 81 10 22 10 32 
計
? ?? ?? ????
?
? ?
?
? ????? ???? ?
表-20 主な調達資金
(単位:企業数)
出力階層
(kw) 
|長量|借入金|併用| 計
7.5~ 37.5 。 1 。 1 
37.5~ 75.0 3 4 1 8 
75.0~150.0 1 6 4 11 
150.0~ 3 10 1 14 
34 
(注) 主なとは数量割合が70%以上のもの
をさす.併用とは主なものがないと
き
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5)借入金
昭和54年当時に比べて借入金総額が各階層別に，増えている，変らない，減っているの
順に企業数を記すと， 1では 1， 0， 0， nでは11，2， 1， mでは11，2， 2， Nでは
21， 0， 0，合計は44， 4， 6となる.合計でふえているとするものは全体の81%に達す
るが，階層別にみると Iでは100%，nでは79%，mでは73%，Nでは88%とIを除けば
ほぼ上位階層ほど借入金をふやしている
つぎに，この借入先を表 21によって運転資金と設備資金別にみてみよう.まず第一
表-21 運転資金と設備資金の主な借入先
(単位:企業数，件数)
主な借入先 借入先件数
資金 出力階層 銀 イ言信
聾藷政売先3うピ借1 、
{国 そ 併 銀 信{言
際認
販借 個 そ 併
内容別 (kw) 用金用組 人 の 用用
タ先ロ 人 の 計金 金組 か入 金
行 庫合 ら 融 他 用 行 庫合 ら 融 他 用のれ のれ
7.5~ 37.5 (1) 11 1(1) 1 1 1 O O 01 - 3 
37.5~ 75.0 10(2) 3(1) 316(3) 15 91 10 1 。21 - 37 
運転資金 75.0~150 .0 9(1) 413(1) 13 4 9 O O 31 - 29 
150.0~ 14(4) (1) 9123(5) 23 71 16 。O 61 - 52 
百十 133(8)1叫(1)1 |中。0)1 521 211 361 。1nl -1121 
7.5~ 37.5 。 O 。。。O 01 - O 
37.5~ 75.0 (1) 2 21 4(1) 2 2 4 。O 1 - 9 
設備資金 75 .0~150.0 3 3 6 4 。5 。O O ー 9 
150.0~ 4(1) 6(1) 1 11(2) 9 O 9 O O 21 - 20 
計 |叫 11叫 山)1151 21 181 31 -1 38 
(注) 1.主な借入先とは，数量割合が70%以上のものをさす.併用とは主なものがないとき.
なお， ( )は50~70%の数値
2.商中とは商工中金の略
に， 主な借入先は運転資金では回答企業数53のうち銀行が33(62%)，信用金庫等が 3(6 
%)，併用が17となる.階層別にみると，銀行の利用のウエイトは， 1が0%，nが63%，
Eが69%，Nが61%とI-z.除けばほぼ一定している.さらに視点を変えて借入先件数でみ
るとp 銀行が43%，信用金庫等が17%，商工中金等が30%，販売先等が 1%，その他が9
%となるように銀行中心であるがp 商工中金等，信用金庫等のウエイトも高くなる.この
点を，銀行，信用金庫等，商工中金等の順で階層別にみるとは33%，33%， 33%， n 
は41%，24%， 27%， mは45%，14%， 31%， Nは44%，13%， 31%となる. L nでは
信用金庫のウエイトが相対的に高く， m， Nで商工中金等のウエイトが高いことが明らか
である.銀行は各階層でも第一位であり，そのウエイトには大きな変化はない.
さらに第二に，設備資金について主な借入先をみるとp 回答企業数21のうち銀行が7
(33%)，信用金庫等が 0，商工中金等が11(52%)，その他が 1(5 %)のウエイトとなるよ
うに，設備資金は運転資金と違って商工中金等が中心であり p 一方信用金庫等は存在しな
い.借入先件数別にみると， nは銀行が22%，信用金庫等も22%，商工中金等が24%，m 
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はそれぞれ44%，0 %， 56%， Nは45%，0%， 45%となり，当然のことではあるが上位
ほど銀行がウエイトをましている
要するに，運転資金は銀行，信用金庫等p 商工中金等のI1原で借り，一方設備資金は借入
期聞が長期化するため商工中金等，銀行，信用金庫等の順に借りる構造をとる.また，信
用金庫等の割合は運転資金，設備資金を問わず小規模層でウエイトが高しこの点は言う
までもないことだが改めて注目する必要がある.
5.今後の生産計画と経営課題および金融問題
1)今後の生産と設備計画
今後の生産計画について，拡大する計画がある，縮小する計画がある，現状維持の三つ
をとると各項目は企業数で3，7， 47となり，現状維持が82%をしめている.これを階層
別にみると， 1ではそれぞれ0，0， 1， nでは0，2， 14， mでは0，1， 15， Nでは
3， 4， 17となり，現状維持の割合は Iで100%，nで88%，mで94%，Nで71%となる.
現状維持のウエイトの相対的に低いn，Nでも縮小する計画が13%と17%をしめていて，
拡大する意思のあるものはNの3企業にしかすぎない状況にある.
しかも，今後合理化を図るために設備計画をする計画のある，なしについては回答企業
数49のうち，あるが18(37%)，なしが31(63%)と過半がない状況にある.この点、を階層別
にみると Iではあるが0，なしが1，nでは4，8，皿では5，9， Nでは9，13という
ように，なしの割合が Iで100%，nで67%，mで64%，Nで59%となる.したがって，小
規模層では設備投資計画はないが，他方，上層ではまだその意思が強いものとみられる.
2)兼業内容と今後の方向
現状維持とし、う方針の下でとられている一つの経営方針が事業の兼営，つまり兼業であ
る.
この点をまず第ーに兼業開始年時について明らかにしよう.開始年時は回答企業数14の
うち í高度成長」前(昭和26~30年)が 2 ， í高度成長」第一期(昭和31~40年)が 5 ，第二
期(昭和41~50年)が 5 ， i高度成長」後は 2，56年以降はOとし、う推移である.つまり，
「高度成長」中に約70%が兼業を開始し本格化したのは46年以降といえる.階層別にみ
ると，昭和45年までは同年までの企業数8のうち 7までがN，1がEと上位層が中心，
しかし， 46年以降は7のうち I.nが3をしめるなど小規模層での兼業化が進行している.
したがって， 45年までの兼業開始の理由は相対的に多数をしめた大型製材工場の製材品の
販売促進を目的とするものが多かったが， 46年以降は小規模層での兼業が開始されること
によって，張天，木工，住宅関係など多様になり，一部では非木材を扱う「脱製材」分野
も現われてきているように，兼業開始の理由は極めて多様化している.
第二に兼業内容と今後の方向について述べよう.兼業内容は先にも少し触れたが，やや
詳しく現在の兼業部門の種類を分類しよう.回答企業数29のうちでは，張柾 ・集成材 ・銘
木等が14で50%近くをしめ，ついで、住宅関係(設計 ・建売 ・不動産関連)が7，その他が
8となるが， 張柾等はm，Nの上層に多く，住宅関係はEを除けばすべての階層でみられ
るもののP 相対的に小規模な層での兼業部門となっている点が注目に値する.つぎに，今
後の方向を明らかにするために部門別売上をみてみよう .同売上のうち，製材売上が70%
をこすものは Iでは100%(1/1)，nでは0%(0/2)，mでは60%(3/5)，Nでは27%(3/11)，
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全体では37%(7/19)のように兼業収入の方が主な工場が6割をしめているのである. しか
も，事業拡大，現状維持，主業(製材)拡大とL、う今後の方向ではではそれぞれ0，
0， 1， nでは2，1， 0， mでは3，1， 0， Nでは3，3， 0，合計で8，5， 1と
なるよう に，約6割が兼業部門に主力を移すことを考えている.
3)経営上の問題点
最後に現在，工場経営のかかえる問題点を示し 金融問題の位置づけをしよう.
工場経営で現在最も困っている点を項目別に示せば，表-22のとおりである 全体で1
表-22 現在，エ場経営で、困っている点
(単位:件数)
原木供給
原 販 )A¥ 労' 金 資 そ
項 目 木 {動 金
価 士7G 当 力 fU 
¥¥ の 格 の 繰 の
出力階層 有之
の 不 競 確 負 り
安定 高 保(kw) 騰 振 争 難 担 難 {也
7.5~ 37.5 1 。 1 。。。 1 O 3 
37.5~ 75.0 5 10 7 9 3 7 3 。44 
75.0~150.0 5 12 5 1 10 2 O 39 
150.0~ 8 16 12 9 l 11 7 。64 
計 戸川 38 2'1円両 5I 28 I 13 I 0 I目。
位は原木価格の高騰 2位は金利負担， 3位は販売不振 4位は過当競争 5位は原木供
給の不安定 6位は資金繰り難 7位は労働力の確保難となる.金融関係に関連する項目
を原木価格の高騰，金利負担，資金繰り難の三者合計とすれば3 三者合計は全体の79%を
しめることになる.この点を階層別にみると Iでは金融関係が33%，nでは45%，Iでは
62%，町では53%となる.
つぎに販売不振と過当競争からなる販売関係をあげるものは全体では31%， 1では33
%， nでは36%，mでは23%，Nでは33%となる.
したがって，金融関係で最も困難を訴えるところのEは販売関係では比較的問題が少な
し逆に販売関係では困難を訴えるが金融関係では比較的問題が少ないのは， nとNとい
うことができる.この点、は先の借入金の増加傾向や設備投資の傾向に関わる階層性と，ほ
ぼパラレルである.
IV.総括一信用補完制度改善の必要性と関連してー
80年代不況下における中小企業の経営難としての木材不況と金融再編成が進行するなか
で，従来の中小企業金融分野に都市銀行や地方銀行からなる普通銀行が進出したことなど
により，相互銀行や信用金庫，商工中金等の従来からの中小企業金融機関が中小企業離れ
を進行させている.また，中小企業の金融力を制度的に補完する信用保証協会も保証金額
割合を低下させるなど，中小企業の資金難は金融緩和にもかかわらず，一層深刻化してい
る.
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秋田県の製材業においては，第一に第一次減量経営に対処するためにp 時期的には遅れ
て昭和53，54年前後に大型工場の搬送設備を中心とした機械導入や建物の拡張が図られ
た.この結果として，大規模層を中心にして調達資金を借入金に依存する割合が増加し
た.第二に，消費不況に基づく販売不振はp 様々な側面をもちつつも総体として支払手形
サイトの短期化と受取手形サイトの長期化となって現われ，資金繰りを一層困難なものに
した.第三に，インフレによる木材価格の高騰は，相対的な高金利とあいまって運転資金
を膨張させた.以上のことによって，金融難は製材業全般にほぼわたった広がりを示して
いるが，とりわけ担保能力の不足する中小・零細規模層での困難さは，とくに著しいもの
がある.
しかも，秋木の実質倒産はp 秋木との取り引きのある企業に対しての銀行融資の厳格化
をひきおこした.また，国有林天スギの全面的な公売化と当面の販売停止は，天スギの
「ブラック ・マーケッ ト」 の可能性までひきおこし，国有林依存の強い秋田県製材業の資
金難は，比較的大手でも強まっているのである.
このことを証明するようにp 能代市では中小企業融資斡旋制度の一環として貸付限度額
500万円， 貸付期間5年の(能)を行なっているがp 製材工場関係の利用が最近になって増
加している.昭和田年の(能)総計金額(累計)では，製材関係は91，020千円(13%)であった
ものが，57年3月末残高では210，711千円(14%)に増加し， 58年3月末には一層増加するも
のとみられる.件数でも，56年は24件(11%)から57年3月末には87件(12%)まで増加を示
した. しかも，特徴的なことは，従来は殆ど利用のなかった比較的大手の製材工場がこの
制度を使うようになってきた点であり，資金繰りの困難さがここにもうかがわれる.
したがって，このような状況が①運転資金が足りない，②利子率を下げてほしい，③政
府中小企業金融を拡充すべきである，等とL、う意見として表明されている.具体的にはプ
ロパーの信用保証機関である林業信用基金に対して，①保証倍率のアップ，②国産材産業
振興資金の貸与期間の長期化，③銀行利子の保証による低減という保証協会なみの条件
を，などとし、う要望となって表われている.
とりわけ，保証額の拡充については個々の製材工場では保証協会の保証枠をほぼ使いき
っている状況にあり，協会保証額が減少しつつある今日，信用基金の保証額を拡大するこ
とは3 資金難を解決する上で有効なことは間違いない.ただ，それは単に量的な拡大のみ
であってはならず，質的な拡充をも検討されるべきものである.具体的には，どのような
方法で，どのような階層に，が問題とならざるをえない.前者に関わっては，現在，国産
材産業振興資金のみである，信用基金の制度金融や制度資金に対する保証を，できるだけ
保証協会に近い水準と内容に拡大することである.先の(能)も保証協会の保証であり p 保
証料は全額市負担である.後者については，最近の中小企業施策の，小規模層の「活力の
見直し]8)と関連して，大手製材工場とともに中小・零細層にも積極的に利用しうるよう
な方法を検討すべきである.中小 ・零細層は比較的小回りがきき，経営も弾力的であるた
め，逆に 「競争力」 は強く，地場需要に適合している.さらに，国産材時代の原木ロット
の小規模化は，製材業にも逆にそれにふさわしい経営規模を必要とさせるであろう.なお，
最近増加している信用基金の組合間接保証と関わって，組合の一層の民主的運営が中小・
零細層には必要であろう
ところで，この中小・零細層は現在p 自己担保で直接融資をうけ，次に自治体の制度融
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資を利用し， さらに国民金融公庫等を使う順で，主に保証協会の保証によりながら資金調
達をしているのであり，商工中金等の制度金融とは疎遠なことは先に述べたところであ
る.
制度金融や木材関係制度資金の活用を図るためにも，これらの層への保証拡充が必要で、
ある. しかし単に量的な保証枠の拡大は，客観的には中小企業を保証するのでなく，普通
銀行の中小企業金融分野への進出について， 代位弁済の増大等を伴いながら，その進出を
保証する結果ともなりかねないものであろう.
最後に，本稿の作成に当り，多くの方々のご協力を頂いた.とりわけ， 林業信用基金，
(財)林業経済研究所には貴重な資料の提供を頂いた.謝意を表する次第である.
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1) JI口 弘『日本の金融一融資集中のメカニズム』日本評論社，1966， p.11， 15. 
2)川口， 向上書， p. 1O~15. また， 金融の重層構造と大銀行の系列化について，松成義衛 『現代目
本の金融機構』法政大学出版局， 1966， p. 9~24. 
3) JI口， 前掲書，p.12. 
4)向上書，p.15. 
5)野田正穂「金融の民主的改革とその展望J (Il'講座今日の日本資本主義』第6巻所収，大月書庖，
1982) p. 321. 
6)高回大久吉「金融再編成と銀行経営J(向上書，所収)p.164. 
7)安本給信 r80年代中小企業の資金調達問題の展望J(中小企業庁編『中小企業の再発見-80年代
中小企業ビジョン』所収，通商産業調査会，1980) p.204. 
8)高田 博「中小企業金融の現状と問題点一金融構造変化の観点からの分析J (政治経済研究所編
『転換期の中小企業問題』所収，新評論， 1975) p. 165. 
9)高田， 向上書， p.161~2. 
10) JI口， 前掲書， p.64. 
11)吉野俊彦編『金融用語辞典(第二版).Jl東洋経済新報社，1981， p.14. 
12)林業金融の円滑化を図るこ とを目的として，昭和38年(林業信用基金法)に設立された.現在で
は，国産材産業資金貸付事業も創設し， 債務保証事業についても，林業・林産業の生産から加
工・ 流通まで殆ど全過程をカパーしている.保証残高は，昭和56年度末で800億円をこ し その
利用の過半が製材業である.なお，利用者は林業等についても中小規模以下に限定されている.
なお，他に国有林の延納制度等に関わって，昭和46年に(社)日本木材信用協会が設立されて
いる.56年の保証額は4，729，852万円となっている.
ちなみに， 信用補完制度の現状と問題点については，小林龍馬「中小企業の金融問題J(坂寄
俊雄 ・二場邦彦編『明日の中小企業』所収，法律文化社， 1981) p. 195~202に詳しい.
13)上田勝彦 「中小企業の経営ハンドブック」新日本出版社， 1982， p. 331~2. 
14) 70年代中葉以降のこれらの動きが，それまでの金融緩和期にもあったものとは単純に同列に論じ
られない，と安本(前掲書，p .203~4) は述べている.
15)その後，このヌキの価格は昭和58年1月をピークと して再び下降している.
16)昭和57年には第三セクター「秋回県木造住宅株式会社」が設立され，東京等市場へのプレカット
送り製材による住宅産直を狙い，取り組みを強めている.一方，それと対照的な動きを示すもの
として能代市では，中小建設業者の自主的な住宅センタ ーが56年に設立され，地場需要，増改築
317 
70 山形大学紀要(農学)第9巻第3号
を軸にし，協同化の方向で着実な運動を進めているのが注目される.
17)運転資金との関連で総賃金=年間雇用日数として分析すると，昭和54年と比べて56年で日数が減
少したとするのは Iで0%，1Iで43%，mで43%，Nで67%と上位規模ほど減少が著しい.
18)前掲「中小企業の再発見」にみられるような，中小企業の「活力見直し」・「活力ある多数」 ・「パ
フオーマンス」論は，中小企業の「近代化」というこれまでの施策との整合性をもっていない.
この意、味では，それ自体の無定見さは批判されるべきものである.
5ummary 
1. Purpose of study 
The purpose of this study is in the analysis of sawing business finance 
concerned with th巴doublestructure of Japanese economy. 
The financial problem of the sawing business is one of the most typical 
problems in the present small business. 
2. Method of study 
The author analyzed the sawing business from the view point of small 
business finance. The reason of this is that the sawing business is one of the 
most typical small businesses in Japan. For the most part， the author investigated 
the sawing businesses in Akita Prefecture. 
3. Conc1usion of study 
The author analyzed the structure of sawing business finance with an eye to 
a c1ass character of the sawing business， and conc1uded as follows : On and after 
1980， the reformation of finance has been in progress. In the process， the ordinary 
banks have branched out into the small business finance. Consequent1y， the small 
business financial institutions have receded to some degree from the small business 
finance. 
Though the financial situation is eased up today， the money di伍cultyof the 
small business becomes more serious. Moreover， its difficulty in the small c1ass of 
sawing business is serious. 
For the solution of this problem， the more expansion of govermental credit 
insurance system is needed. 
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